
【目的】
NIPTの受検プロセスを模擬体験する遺伝教育プログラム
の評価を行う。
【方法】
対象はA県私立高校1年生10クラス420名である。対象者
が妊娠あるいは妻が妊娠していると想定し、妊娠経過に
沿って胎児の育ちとNIPTおよび羊水検査受検の模擬検
査受検の意思決定を体験するプログラムである。意思決定
前のグループワークで多様な意見を知る機会を設定した。
調査は倫理委員会の承認を得て、経験や遺伝のイメージに
関して質問紙で授業前に実施した。評価に使用するディス
カッションシートは文書と口頭で、目的と無記名で分析に
使用してよい内容を記録するように説明した。記載された
意思決定状況と理由について、内容を分析した。調査及び
授業の実施時期は2023年1～3月である。
【結果】
調査は253名(60.2%)より回答を得た。「障害がある人との
接触がある」、「出生前診断について聞いたことがある」も
のはそれぞれ8割であった。遺伝のイメージの主な回答は
「その人らしさ」57%、「宿命的」46%、「運」41%であった。
ディスカッションシートは397名からの協力を得た。NIPT
受検の意思決定は、受検する285名(71.8%)、受検しない
93名(23.4%)であった。NIPTが陽性であった場合の確認
検査として羊水検査受検では、受検する94名(23.7%)、受
検しない291名(73.3%)であった。NIPTを受検したい理由
では、「事前の準備ができる」「安心できる」「的中率が高
い」「障害のある子は育てられない」などがあり、したくな
い理由では「結果に関係なく生むから不要」「子どもへの
気持ちが変わるのが嫌」「不確実な検査」「中絶の選択/
判断が怖い」などがあった。羊水検査を受検したい理由は、
「あいまいな結果はより不安」「中絶を検討したい」、した
くない理由は「流産が怖い」「NIPTだけで覚悟はできる」
「検査が怖い」などがあった。
【考察】
NIPTより羊水検査の受検者数は少なく、侵襲の大きさや
妊娠継続を前提に考える傾向があった。仕事や家族関係
などに左右されずに考えられる状況や、遺伝に対する肯定
的なとらえ方が影響している可能性がある。また、NIPT
の意思決定から中絶を意識した意見は、出生前診断の情
報を持つ生徒が多いことが要因として考えられる。今後も
対象の特徴を分析し、プログラムの改訂を行う必要がある。
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【問題と目的】
近年，不登校児童数は増加しており，早期の対応を行うこ
とが喫緊の課題となっている。国際的には小児期の過体
重及び肥満傾向が欠席日数と正の関連があることが指摘
されており（An et al., 2017），同様に，本邦においても，
小児肥満と不登校との間に正の関連があるという症例に
基づく報告がある（吉田ら, 1985等）。しかしながら，予防
的な観点から捉えると既に何らかの不適応問題がみられ
る前段階での対応が肝要であり，例えば学校で一斉に行
われている健康診断の発育測定等の結果と登校状況につ
いての関連を調査することにより，不登校のリスク要因を
検討するための知見が得られる可能性がある。そこで，本
研究では小学校での健康診断のうち発育測定結果と登校
状況との関連について検討することを目的とする。
【方法】
2021～2023年度に年3回健康診断として実施されてきた発
育測定（身長・体重・BMI等）の結果と2021年度3学期～
2023年度1学期までの出席日数，欠席日数，出席停止日数，
遅刻早退日数のデータを有する，公立小学校4校に在校す
る1～6年生の児童811名を分析の対象とした。出席日数等
は各学校に導入されている校務支援システムのデータを用
いた。
【結果】
学年別に相関の結果を確認すると，小学2年生において，
2022年度（2回目）の体重及びBMIは同年度2学期出席日
数と正に相関する一方（rs ＞ .28, p ＜ .05），小学5年生
では，2021年度（3回目）の体重及びBMIは翌2022年度2
学期の出席日数と負の相関し（r = －.16, p ＜ .05），欠席
日数及び遅刻早退日数とは正に相関した（rs ＞ .17, p ＜ 
.05）。同様に，小学6年生では，2021年度（1回目）のBMI
は，翌2022年度2学期の欠席日数及び2022年度を通した
欠席日数と正に相関した（rs ＞ .20, p ＜ .05）。
【考察】
本結果より，2年生では体重やBMIが多くなるほど登校状
況が増加するのに対して，高学年（5・6年生）では体重や
BMIが多くなるほど，登校状況が減少する傾向がみられ
た。そのため，低学年と高学年では健康診断に基づく体重
やBMIなどの身体発育指標と登校状況の関連が異なる可
能性も考えられる。今後，年度を経ての体重増減の比率も
含めた学年ごとの詳細な検討が必要である。
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【目的】
就学時の健康診断（以下、就学時健診）は、特別区を含む
市町村教育委員会（以下、教育委員会）が就学予定者の
心身の状況を的確に把握し、保健上必要な勧告・助言を
行う就学支援のために実施される。近年、発達障害や児
童虐待の発見の機会として位置づけられており、2017年に
マニュアルが改訂された。しかし、法令に定められた項目
や方法で健診が実施されていない地域があることが報告
されている。就学時健診の現状と課題を明らかにすること
を目的に、教育委員会を対象とした実態調査を行った。
【研究方法】
全市区町村教育委員会の就学時健診の担当者を対象に、
郵送自記式質問紙調査を2021年10～12月に実施した。調
査内容は管轄小学校数および就学時健診の実施場所、担
当者、健診項目とその方法とした。研究は名古屋学芸大学
倫理審査委員会の承認（532）を経て実施した。
【結果】
837教育委員会から回答があった（回収率48.2％）。管轄
小学校数が10校以下と回答した割合は70％、就学時健診
を就学予定校で実施する割合は67％であった。学校保健
安全法施行規則で定められた就学時健診11項目のうち実
施割合が90％を上回った項目は「内科的疾患」「視力」
「聴力」「歯および口腔の疾病および異常」の4項目であり、
視力検査を健診会場で行っていた割合は91％、オージオメ
ータによる聴力検査を行っていた割合は85％であった。一
方「知的障害発達障害等の発見のための面接」の実施割
合は50％に留まった。また就学時健診に配置する専門職
のうち配置割合が90%を上回ったのは「小児科／内科医」
「歯科医」のみであった。
【考察】
管轄小学校が10校以下の教育委員会が7割と小規模自治
体の教育委員会からの回答が多かったといえる。小児科
医・歯科医以外の専門職の配置割合が低く、法令に基づく
就学時健診項目の実施割合が低い理由として、専門職の都
市部偏在の影響が考えられる。既存の組織体制や従事者
でも就学支援および発達障害・児童虐待の発見のための
質を担保する方法を検討する必要があるが、そのためには
まず「知的障害発達障害等の発見のための面接」の実施
割合の向上が重要と考える。健診会場での実施割合の高
い視力検査や聴力検査時の指示理解の様子から、児の発
達の遅れや発達特性の兆候の発見が可能であると考えら
れ、これらの検査と併せた実施を検討するのも一案である。

P-093
大学生が思春期の子どもたちに
実施する性教育に関する文献検討

清水　史恵
京都看護大学

【目的】
大学生が思春期の子どもたちに実施する性教育の文献をも
とに、大学生による性教育の現状や課題を明らかにし、思春
期の子どもたちや性教育の実施者である大学生にとって学
びの多い性教育となるよう今後の取り組みへの示唆を得る。
【方法】
１．対象文献の選定
医学中央雑誌とCiＮiiで、2012年以降の文献を対象とし、
「性教育」「学生」をキーワードとして文献検索を行った。
会議録、重複する文献、性教育の内容について記載のない
文献を除き、大学生が行う性教育に関する9文献を対象と
した。
２．分析方法
文献を精読し、性教育の対象者、実施者、性教育の内容、大
学教員の関わり、研究目的や方法、性教育における対象者
や実施者である大学生の学び、性教育における実践や研究
における課題に関する記述を抜粋した。性教育における対
象者の学び、実施者である大学生の学び、性教育における
実践における課題、研究における課題、それぞれについて
文献内の記述内容を類似性相違性の点から比較検討した。
３．倫理的配慮
引用文献を明確に記述し、著作権を侵害しないようにした。
【結果】
１．文献の概要
9文献の学問分野は、看護学6件、教育学3件であった。論
文の種類は、原著2件、研究報告4件、実践報告1件、短報1
件、解説1件であった。解説1件を除いた8文献の研究デザ
インは、質的研究6件、量的研究と質的研究の組み合わせ2
件であった。文献の発行年の分布に偏りはなかった。
２．大学生による性教育の現状と課題
主に高校生を対象者とし、教育職や医療職を目指す大学生が
性教育を実施していた。性教育により、対象者の知識の獲得
や自己の認識の変化につながっていた。大学生は、対象者を
理解し、伝えることができた達成感を抱き、自己を見つめなお
し、性教育の経験を将来に向けて役に立つととらえていた。
大学生が性教育を実施するうえで、学校との調整、大学生
の教育力の育成、研究対象者の偏りや、学びに関する不十
分なデータが課題であった。
【結論】
学びの多い性教育にむけ、大学と学校との調整、大学生へ
の事前事後教育の体制づくりを、大学のみならず他機関の
協力も得て構築する必要がある。
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